令和２年８月７日（金）午後２時
	連　絡　先

大阪府雇用推進室労働環境課
地域労政グループ　吉田・脇田
▽直　通　06-6946-2604




【同一の組合による対前年比較】

	（調査時点：７月１6日現在）

（加重平均（組合員１人あたり平均））
（集計組合数：381組合）
【全体結果】

項目
令和２年
令和元年
対前年比
妥結額
７１４，８７９円
７５４，９１６円
▲４０，０３７円
（増減率：▲５．３％）
支給月数
２．４１か月
２．５４か月
▲０．１３か月
【主な特徴点】
■妥結額、支給月数ともに前年と比べ減少となった。
■企業規模別の妥結額では、中小、中堅、大手の全ての規模で前年と比べ減少となった。
■産業別の妥結額では、製造業、非製造業ともに前年と比べ減少となった。


○大阪府は、今年の府内労働組合の夏季一時金の妥結状況について、前年からの妥結額等の動きを詳細に把握するため、「妥結額」、「組合員数」、「平均賃金」が把握できた同一の組合による対前年比較・分析を行いました。
○調査対象及び集計方法、詳細な分析結果については次ページ以降をご覧ください。

１　調査対象及び集計方法 
○本調査は、７月１６日までに「妥結額」、「組合員数」、「平均賃金」が把握できた475組合※のうち、前年の妥結額についても把握できた381組合について、対前年比較及び詳細な分析を行いました。
　　※この475組合を対象とした加重平均結果については、７月３１日公表の令和２年夏季一時金要求・妥結状況（最終報）をご覧ください。

２　調査結果の詳細分析　【集計組合数：381組合】
（１）妥結額の状況　【Ｐ３（表１） 参照】

本年調査では、妥結額714,879円（前年：754,916円）と、対前年比40,037円減・5.3％減で、前年を下回る結果となりました。
（２）企業規模別妥結状況　【Ｐ３（表２） 参照】
企業規模別の妥結額における対前年比較では、
「２９９人以下（中小）」が、前年比34,305円減・5.9％減 （２年：548,176円　元年：582,481円）
「３００～９９９人（中堅）」が、前年比50,864円減・7.5％減 （２年：624,870円　元年：675,734円）
「1,000人以上（大手）」が、前年比37,160円減・4.6％減（２年：767,210円　元年：804,370円）
となりました。

（３）産業別妥結状況　【Ｐ４、５（表３①、②） 参照】

　　　　産業別（大分類）における対前年比較では、製造業が739,938円（前年：766,714円）と、26,776円減・3.5％減、非製造業が664,461円（前年：731,180円）と、66,719円減・9.1％減となりました。
製造業では、「食料品・たばこ」、「パルプ・紙・紙加工品」においてそれぞれ対前年比4.5％増、同4.1％増となる一方、「電気機械器具」において対前年比8.1％減等となりました。
非製造業では、「卸売・小売業」において対前年比22.2％減、「複合サービス事業、サービス業」において対前年比1.0％減等となりました。
[image: image1.emf]（表１） 夏季一時金妥結状況

令和２年 令和元年 金額（円） 増減率（％）

増減傾向

（※）

２９人以下

23 511,270 521,298 ▲ 10,028 ▲ 1.9

３０～９９人

77 483,668 519,067 ▲ 35,399 ▲ 6.8

１００～２９９人

95 568,399 603,056 ▲ 34,657 ▲ 5.7

195 548,176 582,481 ▲ 34,305 ▲ 5.9

95 624,870 675,734 ▲ 50,864 ▲ 7.5

91 767,210 804,370 ▲ 37,160 ▲ 4.6

714,879 754,916 ▲ 40,037 ▲ 5.3

583,809 616,742 ▲ 32,933 ▲ 5.3

※　増減傾向は５％以上の増加・減少率を大矢印、５％未満の増加・減少率を小矢印、１％未満の増減率を横矢印で示しています。
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半数を超える組合でマイナス妥結

となっており、全体としてマイナス傾

向となっている。

６割の組合でマイナス妥結となって

おり、全体としてマイナス傾向と

なっている。

半数を超える組合でマイナス妥結

となっており、全体としてマイナス傾

向となっている。



区分 令和２年 令和元年

対前年比

【同一の組合における対前年比較】

（集計組合数：381組合）

（加重平均）

妥結額

７１４，８７９円 ７５４，９１６円

▲４０，０３７円

（増減率：５．３％）

月数

２．４１か月 ２．５４か月 ▲０．１３か月

（表２） 企業規模別妥結状況

企業規模

（従業員数）

集計組合数

（組合）

妥結額

（円）

２９９人

以下の

内訳

対前年比

２９９人以下

【中小】

３００～９９９人

【中堅】

 1,000人以上

【大手】

 総加重平均

381

総単純平均（参考）


[image: image2.emf]【集計組合数：381組合】

令和２年 令和元年 金額 増減率

（組合） （人） （円） （円） （円） （％）

381 97,307 714,879 754,916 ▲ 40,037 ▲ 5.3

「増減傾向（矢印）」を記載した全産業（製造業、非製造業

25業種）のうち、４業種で対前年比プラス、６業種で対前年

比横ばい、15業種で対前年比マイナスとなっており、全体と

して5.3％の減となっている。

令和２年 令和元年 金額 増減率

（組合） （人） （円） （円） （円） （％）

273 65,000 739,938 766,714 ▲ 26,776 ▲ 3.5

「増減傾向（矢印）」を記載した16業種について、２業種で

対前年比プラス、４業種で横ばい、10業種でマイナスとなっ

ており、全体として3.5％の減少となっている。

食料品・たばこ

11 2,354 655,937 627,820 28,117 4.5

組合によってばらつきがあり、複数の大手組合がプラス妥

結となったため。全体としてプラス傾向となっている。

繊維、衣服

27 4,592 636,109 651,301 ▲ 15,192 ▲ 2.3

７割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

木材、家具・

装備品

2 710 622,453 624,190 ▲ 1,737 ▲ 0.3

パルプ・紙・

紙加工品

10 788 656,083 630,417 25,666 4.1

９割の組合でプラス妥結となっており、全体としてプラス傾

向となっている。

印刷・同関連

5 1,176 278,386 373,267 ▲ 94,881 ▲ 25.4

化学

32 4,499 748,382 797,084 ▲ 48,702 ▲ 6.1

８割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

石油・石炭製品

2 83 816,288 816,601 ▲ 313 ▲ 0.0

プラスチック製品

3 622 622,733 619,999 2,734 0.4

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

1 57 190,700 197,115 ▲ 6,415 ▲ 3.3

鉄鋼

28 3,352 685,090 685,116 ▲ 26 ▲ 0.0

組合によってばらつきがあり、全体として微減となっている。

非鉄金属

9 2,924 759,313 789,768 ▲ 30,455 ▲ 3.9

金属製品

40 7,210 573,233 592,120 ▲ 18,887 ▲ 3.2

７割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

機械器具

66 20,021 863,218 898,664 ▲ 35,446 ▲ 3.9

６割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

電子部品・

デバイス

電気機械器具

18 5,523 671,475 730,474 ▲ 58,999 ▲ 8.1

７割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

情報通信

機械器具

輸送用機械器具

15 10,553 809,811 818,883 ▲ 9,072 ▲ 1.1

６割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

その他の製造

4 536 606,372 736,699 ▲ 130,327 ▲ 17.7

※１　集計組合数が少ない業種については、平均額の精度が十分に確保できないとみられることから、結果の利用に当たっては御留意ください。

※2　増減傾向は５％以上の増減率を大矢印、５％未満の増減率を小矢印、１％未満の増減率を横矢印で示しています。

※3　10以上の集計組合数の業種については、主な特徴点を記載しています。



コメント

【主な特徴点など】

（※3）

増減傾向

（※2）

全産業



集計

組合数

組合

員数

妥結額 対前年比

コメント

【主な特徴点など】

（※3）

増減傾向

（※2）

製造業

（表３－①）産業別の妥結状況（加重平均）

（※1）



集計

組合数

組合

員数

妥結額 対前年比


[image: image3.emf]【集計組合数：381組合】

（表３－②）産業別の妥結状況（加重平均）

（※1）

令和２年 令和元年 金額 増減率

（組合） （人） （円） （円） （円） （％）

108 32,307 664,461 731,180 ▲ 66,719 ▲ 9.1

「増減傾向（矢印）」を記載した９業種について、２業種で対

前年比プラス、２業種で横ばい、５業種でマイナスとなって

おり、全体として9.1％の減少となっている。

6 1,881 644,832 630,917 13,915 2.2

15 2,436 1,086,982 1,094,736 ▲ 7,754 ▲ 0.7

組合によってばらつきがあり、一部大手組合がマイナス妥結

となったため、全体として微減となっている。

　　うち、通信・放送

2 2,189 1,130,464 1,138,718 ▲ 8,254 ▲ 0.7

　　うち、情報サービス

2 33 132,677 130,895 1,782 1.4

　　うち、情報制作（出版等）

11 214 789,364 793,477 ▲ 4,113 ▲ 0.5

20 11,853 717,944 721,992 ▲ 4,048 ▲ 0.6

組合によってばらつきがあり、一部大手組合がマイナス妥結

となったため、全体として微減となっている。

　　うち、私鉄・バス等

2 7,651 841,653 830,231 11,422 1.4

　　うち、道路貨物輸送

7 3,879 486,445 519,655 ▲ 33,210 ▲ 6.4

　　うち、郵便業

　　うち、その他

11 323 567,737 588,023 ▲ 20,286 ▲ 3.4

36 12,865 574,986 738,621 ▲ 163,635 ▲ 22.2

６割の組合でマイナス妥結となっており、全体としてマイナス

傾向となっている。

　　うち、金融・保険業

　　うち、不動産業

　　うち、物品賃貸業

2 17 132,991 308,015 ▲ 175,024 ▲ 56.8

2 510 233,508 335,897 ▲ 102,389 ▲ 30.5

1 5 413,879 524,348 ▲ 110,469 ▲ 21.1

8 1,411 524,439 485,694 38,745 8.0

　　うち、教育・学習支援業

3 49 494,164 502,735 ▲ 8,571 ▲ 1.7

　　うち、医療・福祉

5 1,362 525,528 485,080 40,448 8.3

18 1,329 628,709 635,135 ▲ 6,426 ▲ 1.0

半数の組合で横ばい妥結となっているが、複数の大手組合

がマイナス妥結となったため、全体としてマイナス傾向と

なっている。

　　うち、複合サービス事

業

5 642

634,599 637,128 ▲ 2,529 ▲ 0.4

　　うち、自動車整備・機械修理

2 95 753,795 785,891 ▲ 32,096 ▲ 4.1

　　うち、賃貸・広告業

2 2 416,300 422,302 ▲ 6,002 ▲ 1.4

　　うち、その他

9 590 602,880 609,413 ▲ 6,533 ▲ 1.1

※1　集計組合数が少ない業種については、平均額の精度が十分に確保できないとみられることから、結果の利用に当たっては御留意ください。

※2　増減傾向は５％以上の増減率を大矢印、５％未満の増減率を小矢印、１％未満の増減率を横矢印で示しています。

※3　10以上の集計組合数の業種については、主な特徴点を記載しています。



対前年比

コメント

【主な特徴点など】

（※3）

増減傾向

（※2）

建設業



非製造業

組合

員数

農林水産業



金融・保険業、不

動産、物品賃貸業

学術研究、専門・

技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス

業、娯楽業



複合サービス事

業、サービス業



医療、福祉、教育、

学習支援業



電気・ガス・熱供

給・水道業

卸売・小売業

運輸業・郵便業

情報通信業

妥結額



鉱業・採石・砂利

集計

組合数


令和２年


夏季一時金妥結状況　詳細分析報告
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